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１ 連携事業者決定方法 

都立高等学校における通級による指導に係る連携事業者募集要項（以下「募集要項」と

いう。）第２ ２（１）の基本要件を満たす応募事業者（※）のうち、一定の基準を満たした者

を連携事業者として決定します。  ※「事業者」は、団体を含む。以下同じ。 

 

２ 審査方法 

基本要件を満たす応募事業者について、東京都教育庁の職員により構成される審査

委員会が、「都立高等学校における通級による指導に係る連携事業者選定のための審査

基準」に従って応募書類の審査及びヒアリングを行い、連携事業者を選定します。 

 

３ 審査結果の公表 

審査の結果、決定した連携事業者名を令和５年１１月下旬頃に公表します。 

 

４ 審査の進め方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応募希望表明書の受付 

令和５年１０月１６日（月）から同月１８日(水)まで 

 
↓ 
 

応募書類の提出締切 

令和５年１１月６日(月) 

 
↓ 
 

応募事業者の基本要件の審査 
 

↓  → 失格 
 

応募書類の審査・選定 

 
↓ 
 

連携事業者の決定・公表 

令和５年１１月下旬 
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５ 審査項目 

（１）基本要件の審査【様式 A】及び【様式 C】 

 

（２）応募書類の審査 

ア 発達障害等のある児童・生徒への指導・支援に関する実績【様式１】 

イ 取組方針【様式２】 

ウ 専門性の担保及び指導実績の蓄積【様式２】 

エ 運営・連携体制【様式３】 

オ 発達障害等のある生徒に対する指導の経験やノウハウ等のある人材の確保【様式４】 

カ 事業者として有するノウハウ【様式５】 

キ その他【様式５】 

 

６ 基本要件の審査【様式 A】及び【様式 C】 

募集要項第２ ２（１）に示す要件を満たしていることを確認します。 

（１）応募事業者の運営力及び経営能力等 

ア 応募事業者は、日本国内において発達障害等のある児童・生徒に対する指導経験

（５年以上）を有し、特別支援学校高等部学習指導要領に定める「自立活動」の考え方

や内容等について理解している。 

イ 応募事業者は、事業を安定的・継続的に履行する上で必要な資力、信用力を有する。 

 

（２）応募事業者の欠格事項 

応募事業者が欠格事項に該当していない。 

 

７ 応募書類の審査 

（１）発達障害等のある児童・生徒への指導・支援に関する実績【様式１】 

ア 過去１０年以内に実施した、発達障害等のある児童・生徒への指導・支援に関する実

績が蓄積されている。 

イ 通級による指導への支援に資する、一人一人の障害の状態に応じた指導・支援に関

する実績が蓄積されている。 

 

（２）取組方針【様式２】 

東京都教育委員会との連携に向けた考え方等が、通級による指導の目的・趣旨や募集

の趣旨等を踏まえたものとなっている。 
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（３）専門性の担保及び指導実績の蓄積【様式２】 

ア 都立高等学校において実施する通級による指導への支援を行う人材を推薦するにあ

たって、必要な専門性を担保する方法が明確になっている。 

イ 都立高等学校において実施する通級による指導を支援するにあたって、授業内容の

記録や事業者内での情報共有など、事業者として確実に蓄積する仕組みが整っている。

（予定含む。） 

 

（４）運営・連携体制【様式３】 

ア 確実かつ安定的に実施するための体制がとられている。 

イ 東京都教育委員会や学校からの問い合わせや各種調整に随時対応でき、円滑な連

携が図られる体制が整っている。（予定含む。） 

ウ 本事業に関わる者の守秘義務順守の徹底について、対策が講じられている。 

エ 事故等の発生時に確実かつ迅速に東京都教育委員会に報告し、対応を行うための

体制を整えている。 

 

（５）発達障害等のある生徒に対する指導の経験やノウハウ等のある人材の確保【様式４】 

都立高等学校において実施する通級による指導に、推薦（対応）できる可能性がある、

発達障害等のある生徒に対する指導の経験やノウハウ等が豊富な人材がいる。 

ア 教員免許状等の資格を有する人材がいる。 

イ 通級による指導への支援にあたって、有用な経歴や指導経験がある人材がいる。 

 

（６）事業者として有するノウハウ【様式５】 

ア 都立高等学校における通級による指導への支援にあたって、有用なノウハウを持って

いる。 

イ 自閉症、情緒障害、学習障害、注意欠陥多動性障害のうち、全て又はより多くの障害

種に対する指導ノウハウを持っている。 

ウ 上記イの指導ノウハウの専門性が高い。 

エ オンラインでの指導・支援に係る実績がある。または、オンラインでの通級による指導

の支援に係る実現可能性が高いスキル・ノウハウを持っている。 

 

（７）その他【様式５】 

過去５年以内に、次の者を対象として、個別や小集団での指導・支援に関する実績の

蓄積がある。 
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・１９歳以上の発達障害等のある者 

・知的障害など、発達障害等以外の障害のある児童・生徒 

その他、通級による指導を支援するにあたり、有用な実績等がある。 

 

（８）総合評価 

上記（１）から（７）までの審査項目のほか、積極的、対応力等を伴っていること。 

 

８ 評価方法等 

上記７の審査項目ごとに、審査委員会の各委員が ABCD の評価をつける。 

また、連携事業者として決定するための「一定の基準」とは、全審査項目について、全委

員が C 以上の評価を付けた場合とする。 

なお、特に優れている事項については、募集要項第１ ３（４）イに定める都立高校学校に

対する連携事業者の紹介の際に、強みがある事項として紹介する予定である。 

 


